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第６章 介護サービス量及び事業費の推計 
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１ 介護サービス量及び事業費の推計の手順 
 

介護サービス量及び事業費の推計は，市町村のこれまでの要支援・要介護認定

者の出現率や介護サービスの利用状況，市民のニーズ等を基に，次の手順で見込

みます。  

 

 

（１）介護サービス量の推計の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１号被保険者数の推計 

要支援・要介護認定者数の推計 

施設・居住系サービスの利用者数の推計 

居宅系サービスの利用者数の推計 

居宅系サービス等の利用量の推計 
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（２）事業費の推計の手順 

介護サービス量に，サービスごとの１回（１日，１人）当たりの給付費を乗じ

て，各年度の保険給付費を算出します。 

これに，財政安定化基金への拠出金及び借入れに係る償還金や，国民健康保険

団体連合会への審査支払手数料を加算します。 

なお，基本的に保険給付費のうち２１％が第１号被保険者の負担となりますが，

第１号被保険者の所得分布や７５歳以上の後期高齢者の割合によって，国からの

調整交付金が変わることから，第１号被保険者の保険料の負担割合は市町村ごと

に変動します。 

京都市負担金

１２．５％

国負担金※

２０．０％

京都府負担金※

１２．５％

第１号被保険者の

保険料 約２１．０％

第２号被保険者の

保険料 ２９．０％

国調整交付金

約５．０％

【保険給付費の負担割合】

 
※施設サービスに係る保険給付費の負担割合は，国負担金１５％，京都府負担金１７．５％となる。 

     
 

２ 介護サービス量の推計  
 
（１）第１号被保険者数の推計 

平成２６年度までの各年度における第１号被保険者数について，住民基本台帳

人口及び外国人登録人口の推移から推計を行いました。 

この推計によると，第１号被保険者数は，平成２６年度まで毎年度約１万人ず

つ増加し，平成２６年度には３６１，８５５人となる見込みです。 
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 ■ 第１号被保険者数の推計 

  ２３年度（参考） ２４年度 ２５年度 ２６年度 
第１号被保険者数 332,197 人 342,083 人 351,970 人 361,855 人

 ６５～７４歳 169,494 人 175,067 人 180,641 人 186,214 人

 ７５歳以上 162,703 人 167,016 人 171,329 人 175,641 人

 ７５歳以上比率 49.0％ 48.8％ 48.7％ 48.5％

 
  
 

（２）要支援・要介護認定者数の推計 

    平成２６年度までの各年度における要支援・要介護認定者数について，第１号

被保険者数の推計値と第４期の第１号被保険者数に占める要支援・要介護認定者

数の割合（出現率）等から次のとおり推計しました。 

   推計に当たっては，「要支援・要介護度（７区分）」，「５歳ごとの年齢区分

（６区分）」，「性別（２区分）」の８４グループに分け，要支援・要介護認定

者数の出現率の傾向を踏まえるなど，年度ごとの要介護度別・年齢階層別・性別

の認定者数といった詳細な推計を行っています。 

   その結果，要支援・要介護認定者数は，平成２５年度において７万人を超え，

平成２６年度には７３，３４４人となる見込みです。 

 

 ■ 要支援・要介護認定者数及び出現率の推計 

  ２３年度（参考） ２４年度 ２５年度 ２６年度 
要支援・要介護認定者数 66,922 人 69,080 人 71,209 人 73,344 人

 要支援１ 8,241 人 8,633 人 8,871 人 9,110 人

 要支援２ 9,653 人 9,939 人 10,211 人 10,484 人

 要介護１ 10,204 人 10,604 人 10,923 人 11,242 人

 要介護２ 13,631 人 14,184 人 14,624 人 15,065 人

 要介護３ 9,971 人 10,170 人 10,509 人 10,849 人

 要介護４ 8,093 人 8,193 人 8,471 人 8,750 人

 要介護５ 7,129 人 7,357 人 7,600 人 7,844 人

要支援・要介護認定者数

のうち第１号被保険者数 
65,279 人 67,446 人 69,591 人 71,734 人

出現率 19.7％ 19.7％ 19.8％ 19.8％

   ※ ２３年度については，２３年１０月実績 

 

 

 

 

 

※ 第１号被保険者数は住民基本台帳人口等から推計するため，第２章の高齢者人口の推計値と一致しない。 

※ ２３年度については，２３年１０月実績 
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（３）施設・居住系サービスの利用者数の推計及び整備等目標数の設定 

   施設・居住系の各サービスについて，利用者数の推計を次ページの表のと

おり行いました。 

   第５期プランの最終年度は，第３期プラン策定時に長期的な視点に立ち，

目標として掲げた平成２６年度となることから，推計に当たっては，第４期

プランから連続性のある計画として，同プラン策定時の考え方を踏まえたう

えで，次の項目を勘案しました。 

  ○ 地域包括ケアの理念を実現していく計画とすること。 

  ○ 認知症対策の推進を行う計画とすること。 

  ○ 療養病床再編の期限の延長を踏まえた計画とすること。 
 

  

 

 

 

 

 

   この結果，平成２６年度における施設・居住系サービスの利用者数は，１

５，７９０人となる見込みです。これは，第 1 号被保険者数の約４．３６％

に相当し，第４期プランの見込みにおける割合（約４．０８％）よりも高く

なっています。 

   その主な要因は，介護保険法改正による介護療養病床の転換期限の延長に

伴う介護療養型医療施設と介護療養型老人保健施設の利用者数見込みの増

減であり，両施設を除いて第１号被保険者数に占める割合を比較すると，第

４期と第５期で同程度（約３．６８％）となります。 

 

＜参考＞第４期プランにおける施設・居住系サービスの利用者数の推計方法 

  平成２６年度における介護保険施設・居住系サービスの利用者数については，

施設・居住系サービスにおいて想定される利用者の要介護度（例えば，介護老人

福祉施設の場合，要介護３～５）の認定者数に対する割合が，第３期プランと概

ね同水準になるように推計しました。 
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■ 施設・居住系サービスの利用者数の推計                （人） 

 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

24年度 25年度 26年度

5,120 5,364 5,763

3,672 3,839 3,904

2,358 2,358 2,358
1,168

1,425
1,7101,082

1,098
1,14813,920

14,807
15,790

混合型特定施設

介護専用型特定施設

認知症高齢者グループホーム

介護療養型医療施設

介護老人保健施設

介護老人福祉施設

520
723

907

（人）

 

  

 

 

 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

施

設

サ
ー

ビ

ス 

① 介護老人福祉施設 5,120 5,364 5,763

  （うち地域密着型介護老人福祉施設） (266) (323) (522)

② 介護老人保健施設 3,672 3,839 3,904

  （うち介護療養型老人保健施設） (114) (114) (114)

③ 介護療養型医療施設 2,358 2,358 2,358

 小 計  （ ① ～ ③ ） 11,150 11,561 12,025

居

住

系

サ
ー

ビ

ス 

④ 
認知症対応型共同生活介護 
（認知症高齢者グループホーム） 

1,168 1,425 1,710

⑤ 
特定施設入居者生活介護 
（介護専用型特定施設） 

520 723 907

  （うち地域密着型介護専用型特定施設） (150) (213) (241)

⑥ 
特定施設入居者生活介護 
（混合型特定施設） 

1,082 1,098 1,148

 小 計  （ ④ ～ ⑥ ） 2,770 3,246 3,765

合 計 13,920 14,807 15,790

第 １ 号 被 保 険 者 数 に 占 め る 割 合 4.07% 4.21% 4.36%
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 整備等目標数については，サービス種別ごとに，他都市の施設・事業所を

利用される本市の被保険者数や，本市施設・事業所を利用される他都市の被

保険者数等を勘案し，前ページにおいて推計を行った利用者が利用可能とな

るよう，必要量を見込んで設定します。 

 

 

■ 介護保険施設の整備等目標数                   （人分） 

 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

①介護老人福祉施設 5,085 5,233 5,536

 （うち地域密着型介護老人福祉施設）  (272) (330) (533)

②介護老人保健施設 4,009 4,129 4,129

 （うち介護療養型老人保健施設） (159) (159) (159)

③介護療養型医療施設 2,826 2,826 2,826

 

 

■ 居住系サービス事業所の整備等目標数               （人分） 

 
２４年度 ２５年度 ２６年度 

④認知症高齢者グループホーム 1,225 1,486 1,756

⑤介護専用型特定施設 628 866 1,075

 （うち地域密着型介護専用型特定施設）  (177) (235) (264)

⑥混合型特定施設 1,460 1,460 1,550
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（４）居宅系サービス等の利用量の推計 

③居住系サービス

の利用者数

②施設サービス

の利用者数

①要支援・要介護

認定者数

⑤居宅系サービス（介

護給付）の利用者数

⑥居宅系サービス（予

防給付）の利用者数

④サービス

未利用者数

 

 

 

■ 居宅系サービスの利用者数の推計                 （人） 

 

 

 

  また，各居宅系サービスの利用量については，居宅系サービスの利用者数の

増加に比例して増加するものとして，各サービスの利用率及び１人当たりの利

用回数等の実績を考慮して次ページの表のとおり推計しました。 

 

２４年度 ２５年度 ２６年度 

①要 支 援 ・要 介 護 認 定 者 数 69,080 71,209 73,344

②施設サービスの利用者数 11,150 11,561 12,025

③居住系サービスの利用者数 2,770 3,246 3,765

④サービス未利用者数 13,825 14,159 14,475

 居宅系サービスの利用者数 

  ①－（②＋③＋④） 
41,335 42,243 43,079

       ⑤介 護 給 付 29,992 30,587 31,114

 ⑥予 防 給 付 11,343 11,656 11,966

 居宅系サービスの利用者数

は，要支援・要介護認定者数 

から，施設サービスの利用者

数，居住系サービスの利用者 

数及びサービス未利用者数を

差し引いた数値としています。 

※ 端数処理の関係で合計が一致しないことがある。 
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■ 居宅系サービス等の各サービスの利用量の推計 

 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

介 
 
 
 
 
 

護 
 
 
 
 
 

給 
 
 
 
 
 

付 

居宅サービス 

 訪問介護 

訪問入浴介護 

訪問看護 

訪問リハビリテーション 

居宅療養管理指導 

通所介護 

通所リハビリテーション 

短期入所生活介護 

短期入所療養介護 

福祉用具貸与 

2,818,368 回

62,032 回

290,273 回

199,686 回

69,540 人

1,256,059 回

465,138 回

300,560 日

83,550 日

208,452 人

2,871,420 回

62,997 回

295,775 回

203,521 回

70,811 人

1,284,362 回

475,380 回

304,687 日

84,829 日

212,761 人

2,924,472 回

63,961 回

301,276 回

207,355 回

72,083 人

1,312,665 回

485,622 回

309,058 日

86,107 日

217,069 人

地域密着型サービス 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護  

夜間対応型訪問介護 

認知症対応型通所介護 

小規模多機能型居宅介護 

複合型サービス 

400 人

6,502 人

73,261 回

8,840 人

396 人

800 人

6,608 人

74,281 回

11,080 人

528 人

1,200 人

6,714 人

75,302 回

13,320 人

684 人

特定福祉用具販売 6,132 人 6,324 人 6,528 人

住宅改修 5,148 人 5,316 人 5,484 人

居宅介護支援 359,904 人 367,044 人 373,380 人

予 
 
 
 
 

防 
 
 
 
 

給 
 
 
 
 

付 

介護予防サービス    

 介護予防訪問介護 

介護予防訪問入浴介護 

介護予防訪問看護 

介護予防訪問リハビリテーション 

介護予防居宅療養管理指導 

介護予防通所介護 

介護予防通所リハビリテーション 

介護予防短期入所生活介護 

介護予防短期入所療養介護 

介護予防福祉用具貸与 

83,866 人

99 回

10,812 回

14,586 回

3,595 人

35,646 人

9,137 人

2,717 日

271 日

37,828 人

87,152 人

103 回

11,208 回

15,121 回

3,734 人

37,019 人

9,490 人

2,776 日

281 日

39,261 人

90,438 人

106 回

11,605 回

15,655 回

3,873 人

38,393 人

9,843 人

2,836 日

292 日

40,693 人

地域密着型介護予防サービス 

 介護予防認知症対応型通所介護 

介護予防小規模多機能型居宅介護 

   75 回

96 人

   79 回

120 人

   82 回

144 人

特定介護予防福祉用具販売 1,980 人 2,028 人 2,088 人

介護予防住宅改修 2,988 人 3,072 人 3,156 人

介護予防支援 136,116 人 139,872 人 143,592 人

※ いずれも１年間の利用量 
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３ 保険給付費等の事業費の推計  
 

（１）保険給付費の見込み 

各年度の保険給付費については，施設サービス，居宅サービス，地域密着型サ

ービス及びその他のサービス（居宅介護支援等）について，１回（１日，１人）

当たりの給付費を各サービスの利用量見込みに乗じて算定します。 

各サービスの１回（１日，１人）当たりの給付費は，これまでの実績を考慮し

て算出し，サービスごとに平成２４年４月の介護報酬の改定を踏まえて見込んで

います。 

 

① 施設サービスの給付費の見込み              （千円） 

 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

介護老人福祉施設 15,535,684 16,133,674 16,773,763

介護老人保健施設 12,229,944 12,785,021 13,001,145

介護療養型医療施設 10,480,056 10,480,056 10,480,056

計 38,245,684 39,398,752 40,254,964

 ※ 端数処理の関係で合計が一致しないことがある。（以下同様） 
 

 

② 居宅サービスの給付費の見込み  

■ 介護給付                           （千円） 

 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

訪問介護 9,393,237 9,567,784 9,742,331

訪問入浴介護 756,485 768,242 779,998

訪問看護 2,315,312 2,358,086 2,400,860

訪問リハビリテーション 623,271 635,258 647,245

居宅療養管理指導 722,788 736,156 749,524

通所介護 10,835,604 11,062,159 11,288,713

通所リハビリテーション 4,403,258 4,491,220 4,579,182

短期入所生活介護 2,673,889 2,710,963 2,749,433

短期入所療養介護 898,805 912,135 925,465

特定施設入居者生活介護 2,997,300 3,334,733 3,774,030

福祉用具貸与 2,935,223 2,987,655 3,040,087

計 38,555,172 39,564,391 40,676,868
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■ 予防給付                            （千円） 

 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

訪問介護 1,441,524 1,497,228 1,552,932

訪問入浴介護 823 852 880

訪問看護 76,471 79,256 82,041

訪問リハビリテーション 44,390 46,014 47,639

居宅療養管理指導 33,993 35,298 36,603

通所介護 1,288,605 1,336,402 1,384,199

通所リハビリテーション 371,456 385,271 399,086

短期入所生活介護 18,186 18,595 19,005

短期入所療養介護 2,025 2,099 2,174

特定施設入居者生活介護 99,538 100,179 105,856

福祉用具貸与 210,097 217,940 225,784

計 3,587,107 3,719,135 3,856,199

 

 

③ 地域密着型サービスの給付費の見込み  

■ 介護給付                           （千円） 

 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 82,975 165,950 248,925

夜間対応型訪問介護 155,297 157,553 159,808

認知症対応型通所介護 845,133 856,332 867,531

小規模多機能型居宅介護 1,661,607 2,082,712 2,503,817

認知症対応型共同生活介護 3,602,682 4,395,972 5,272,339

地域密着型特定施設入居者生活介護 346,754 492,430 556,989

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 834,418 1,013,758 1,636,999

複合型サービス 86,661 116,478 152,416

計 7,615,527 9,281,185 11,398,824

 

■ 予防給付                           （千円） 

 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

認知症対応型通所介護 657 687 717

小規模多機能型居宅介護 6,476 8,095 9,715

認知症対応型共同生活介護 2,970 2,970 5,940

計 10,104 11,753 16,372
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  ④ その他のサービスの給付費の見込み 

■ 介護給付                           （千円） 

 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

居宅介護支援 5,709,945 5,821,791 5,918,815

特定福祉用具販売 168,354 173,656 179,321

住宅改修 378,258 390,738 402,996

計 6,256,556 6,386,186 6,501,132

 

■ 予防給付                           （千円） 

 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

介護予防支援 659,607 677,808 695,835

特定福祉用具販売 42,943 43,966 45,270

住宅改修 262,385 269,763 277,140

計 964,935 991,536 1,018,245

 

 

⑤ 保険給付費の見込み                     （百万円） 

 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合  計 

施設サービス費 38,246 39,399 40,255 117,899

居宅サービ

ス費 

介護給付 38,555 39,564 40,677 118,796

予防給付 3,587 3,719 3,856 11,162

地域密着型

サービス費 

介護給付 7,616 9,281 11,399 28,296

予防給付 10 12 16 38

その他のサ

ービス費 

介護給付 6,257 6,386 6,501 19,144

予防給付 965 992 1,018 2,975

高額介護サービス費等 6,486 6,790 7,044 20,320

審査支払手数料 133 141 149 423

合 計 101,853 106,284 110,916 319,054

 

⑥ 保険給付費の財源内訳                  （百万円）       

 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合  計 

第１号保険料 20,462 21,353 22,283 64,098

第２号保険料 29,537 30,822 32,166 92,526

京都市負担金 12,732 13,286 13,864 39,882

京都府負担金 14,820 15,440 16,069 46,329

国負担金 24,302 25,384 26,534 76,219

合 計 101,853 106,284 110,916 319,054

   ※ 第１号保険料については，第５期保険料の上昇を緩和するため交付される，京都府介護保
険財政安定化基金の取崩しによる交付金を含んだ額 
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（２）京都府介護保険財政安定化基金への拠出 

財政安定化基金の財源は，国・都道府県・市町村が３分の１ずつ拠出すること

となっています。市町村分は第１号被保険者の保険料を財源として拠出すること

となりますが，第５期計画期間においては，京都府介護保険財政安定化基金に基

金事業の運営に必要な額が積み立てられているため，拠出する必要はありません。 

 

 

■ 保険料及び保険給付費の推移 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

1,568億円

2,185億円

2,508億円

2,684億円

3,191億円

1,687億円

2,196億円

2,344億円

2,730億円

（億円）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画

（見込み）

＜第1期＞

12～14年度

保険料 2,958円／月

給付費

（計画） 1,568億円

（実績） 1,687億円

＜第2期＞

15～17年度

保険料 3,866円／月

給付費

（計画） 2,185億円

（実績） 2,196億円

＜第3期＞

18～20年度

保険料 4,760円／月

給付費

（計画） 2,508億円

（実績） 2,344億円

＜第4期＞

21～23年度

保険料 4,510円／月

給付費

（計画） 2,684億円

実績 2,730億円

見込み

＜第5期＞

24～26年度

保険料 5,440円／月

給付費

（計画） 3,191億円

借入金 19億円

第２期，第３期の

保険料で償還

借入金 14億円

第３期の

保険料で償還

積立金 3０億円

第４期の保険料の

引下げのため

取崩し
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４ 地域支援事業の量の見込み及び事業規模等  
 

（１）地域支援事業による介護予防事業の対象者数及び参加者数の見込み 
   要支援・要介護状態になるおそれの高い高齢者（二次予防事業対象者）を対象

として，通所や訪問による「運動器の機能向上」，「栄養改善」，「口腔機能の

向上」等の介護予防事業（二次予防事業）を実施するに当たり，事業の対象者数

及び参加者数を見込みました。 

   このほか，全高齢者を対象とした地域支援事業として，介護予防に関する知識

の普及・啓発等を実施します。 

 
                                       （人） 

 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

第１号被保険者数 342,083 351,970 361,855

介護予防事業（二次予防事業）

の対象者数 
23,946 24,638 25,330

介護予防事業（二次予防事業）

の参加者数 
1,437 1,725 2,026

 
  ① 対象者数 

    介護予防事業（二次予防事業）の対象者数は，平成２３年度の実績を考慮し，

第１号被保険者数の７％と設定しました。 

 

  ② 参加者数 

   介護予防事業（二次予防事業）の参加者数は，平成２３年度の実績を考慮し

たうえで，事業の段階的な達成という観点から，平成２４年度において対象者

数の６％とし，平成２５年度は対象者数の７％，平成２６年度は対象者数の

８％と設定しました。 

 

（２）地域支援事業の規模及び財源構成  
  ① 交付金の対象となる地域支援事業費の上限 

 第５期計画期間において，国の交付金の対象となる地域支援事業の事業規

模については，政令で上限が定められています。 
 この上限は，各市町村が介護保険事業計画において定める各年度の保険給

付費見込額に，次ページの表の率を乗じた額となっています。 
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介護予防事業   ２．０％以内 

包括的支援事業・任意事業   ２．０％以内 

地域支援事業 全体   ３．０％以内 

     ※ 介護予防・日常生活支援総合事業を実施する場合は，上限等の設定は異なる。 

 

  ② 事業費の見込み 

 本市では，政令で定める上限を踏まえ地域支援事業に係る事業費を見込み

ました。 

 平成２４年度から２６年度までの介護予防事業に係る事業費は約３３億

８００万円，包括的支援事業・任意事業に係る事業費は約５８億９，７００万

円で，地域支援事業全体では約９２億５００万円となります。 

                                 （百万円） 

 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合計 

介護予防事業 968 1,145 1,195 3,308

包括的支援事業・任意事業 1,730 2,039 2,128 5,897

地域支援事業 全体 2,697 3,184 3,323 9,205

  ※ 端数処理の関係で合計が一致しないことがある。（以下同様） 

 

  ③ 財源構成 

 財源構成は，介護予防事業については保険給付費の財源構成と同じですが，

包括的支援事業及び任意事業については公費（国，都道府県，市町村）と第

１号被保険者の保険料で構成されます。 
 
  ■ 地域支援事業費の負担割合                     （％） 

 第１号保険料 第２号保険料 市町村 都道府県 国 

介護予防事業 21.0 29.0 12.5 12.5 25.0

包括的支援事業・任意事業 21.0 － 19.75 19.75 39.5

 

  ■ 地域支援事業費の財源内訳                  （百万円）      

 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合  計 

第１号保険料 567 669 698 1,933

第２号保険料 281 332 347 959

京都市負担金 463 546 570 1,578

京都府負担金 463 546 570 1,578

国負担金 925 1,092 1,139 3,156

合 計 2,697 3,184 3,323 9,205
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【参考】第１号被保険者の保険料 

 
（１）保険料基準額の算出 

保険料基準額（月額）は，次の方法により算出します。 
 
    保険給付費×約２１％※１ 
   ＋地域支援事業費×２１％ 
   ＋京都府介護保険財政安定化基金拠出金※2 
   －京都府介護保険財政安定化基金の取崩しによる交付金 
 

※１ 第１号被保険者の保険料負担は，基本的に保険給付費の２１％となり

ますが，第１号被保険者の所得分布や７５歳以上の後期高齢者の割合に

よって国の調整交付金が異なることから，第１号被保険者の負担割合は，

市町村ごとに異なります。 
※２ 第５期は，京都府介護保険財政安定化基金への拠出金は０円 
※３ （各所得段階区分ごとの第 1号被保険者数×第５期における保険料率）
の合計から得た人数 

 

なお，介護保険制度は，国が定めた全国一律の制度であり，市町村（保

険者）の裁量は少なく，第１号保険料分の歳入を一般財源により補填する

ことなども認められていません。 

 

（２）京都府介護保険財政安定化基金の取崩しによる交付金を活用した保険料

の軽減 

都道府県に設置されている介護保険財政安定化基金について，介護保険

法の改正により，保険料の上昇を緩和するために取り崩し，市町村に交付す

ることが可能となりました。 
これに伴い，京都府からの交付金を第５期の保険料に充当することによ

り，保険料を引き下げます。 
 

（３）所得に応じた保険料の設定 

介護保険制度では，被保険者の所得等に応じた所得段階区分を設け，保険

料基準額に各所得段階区分ごとの保険料率を乗じて保険料額を設定するこ

ととなっています。 
 

保険料の負担 

÷ 割合で補正した ÷１２月 

年度ごとの被保 

険者数の合計※3 
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本市においては，所得段階区分や保険料率について，被保険者の負担能力

に応じた，よりきめ細かな設定を行うことにより，低所得の方の負担を軽減

するとともに，保険料基準額の上昇抑制を図ります。 
 
① 第４段階及び第３段階の保険料の軽減＜継続・新規＞ 

  第４期から実施している第４段階の軽減措置を継続するとともに，新

たに第３段階についても細分化による軽減段階を設け，より低い保険料

率を設定します。 
 
＜第４段階軽減措置（継続）＞ 

本来の保険料率 軽減後の保険料率 

基準額  ×  1.0 基準額  ×  0.9 

 
＜第３段階軽減措置（新規）＞ 

本来の保険料率 軽減後の保険料率 

基準額  ×  0.75 基準額  ×  0.68 

 

② 課税層の保険料率の変更＜拡充＞ 
第６～第９段階の保険料率を，第４期からそれぞれ０．１ポイント上

乗せします。 
 
③ 第１０段階の新設＜新規＞ 

    第４期において最上位である第９段階の上に，新たに第１０段階（合
計所得金額１，０００万円以上）を設定します。 
 

以上の結果，第５期計画期間の保険料基準額（月額）は，５,４４０円とな

ります。また，所得段階区分別の保険料は，次ページの表のとおりとなりま

す。 
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段階
保険料率

（基準額×料率）

保険料
（年額）

保険料
（月額）

第1段階 0.5 27,060円 2,255円

第2段階 80万円以下 0.5 27,060円 2,255円

第4段階 80万円超空 基準額 54,120円 4,510円

第5段階 125万円以下 1.1 59,532円 4,961円

第6段階
125万円超空
200万円未満 1.25 67,650円 5,638円

第7段階
200万円以上
400万円未満 1.5 81,180円 6,765円

第8段階
400万円以上
700万円未満 1.75 94,710円 7,893円

3,383円40,590円

48,708円

2.0

対象者の所得金額

・本人が生活保護受給
・本人が老齢福祉年金を受給し，
　本人及び世帯員全員が住民税非課税

本  人
及び

世帯員全員が
住民税非課税

本人の
前年の合計
所得金額と
前年中の課
税年金収入
額の合計額

第3段階 0.75

第4段階
（軽減）

本人…
  住民税非課税

世帯員…
  住民税課税

80万円以下 0.9 4,059円

本人…
  住民税課税

9,020円

本人の
前年の合計
所得金額

108,240円第9段階

80万円超空

700万円以上

＜第４期保険料（平成２１～２３年度）＞

段階
保険料率

（基準額×料率）

保険料
（年額）

保険料
（月額）

第1段階 0.5 32,640円 2,720円

第2段階 80万円以下 0.5 32,640円 2,720円

第3段階 120万円超空 0.75 48,960円 4,080円

第4段階 80万円超空 基準額 65,280円 5,440円

第5段階 125万円以下 1.1 71,808円 5,984円

第6段階
125万円超′
190万円未満 1.35 88,128円 7,344円

第7段階
190万円以上
400万円未満 1.6 104,448円 8,704円

第8段階
400万円以上
700万円未満 1.85 120,768円 10,064円

44,390円

58,752円

137,088円

153,408円

第9段階

第10段階

本人…
  住民税課税

本人の
前年の合計
所得金額

11,424円

1,000万円以上

・本人が生活保護受給
・本人が老齢福祉年金を受給し，
　本人及び世帯員全員が住民税非課税

＜第５期保険料（平成２４～２６年度）＞

対象者の所得金額

本  人
及び

世帯員全員が
住民税非課税

本人の
前年の合計
所得金額と
前年中の課
税年金収入
額の合計額

第3段階
（軽減）

第4段階
（軽減）

本人…
  住民税非課税

世帯員…
  住民税課税

80万円超空
120万円以下

4,896円

2.1

80万円以下 0.9

0.68 3,699円

2.35 12,784円

700万円以上
1,000万円未満

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※網掛けは第４期からの変更点 
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（４）保険料の本市独自減額制度の拡充・新設 

   保険料の上昇に伴い，特に収入が低く，保険料の納付が困難となる方に配

慮するため，次のとおり本市独自の減額制度を拡充し，対象となる方の保険

料負担を第４期とほぼ同額に据え置くこととします。 

 

① 主に第１，第２段階の一部の方を対象とした独自減額制度の減額率に

ついて，第４期では，基準額×０．２５としていたものを，第５期にお

いては，基準額×０．２１とします。 

 

② 第１，第２段階の方のうち，これまでの独自減額制度の対象外であっ

た方を主な対象者とする減額制度を新設します。 

 

   詳細は，次ページの表のとおりとなります。 

 

（５）被保険者に対する激変緩和措置の実施 

   保険料段階区分が第６段階から第７段階に変更されることにより，基準

額の上昇と併せて，保険料負担が大きく増加する合計所得金額１９０万円

以上２００万円未満の方に対して，保険料の激変緩和措置を実施し，平成

２４年度においては，改定後の第６段階の保険料まで減額します。 

   詳細は，１５９ページの表のとおりとなります。 
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第５期における低所得者に対する独自減額制度 
 
 減額① 【第５期拡充】 減額② 

 【第５期新規】 

減額③  

【第４期から継続】（第４期） （第５期） 

 対 象 者 

次の所得段階区分に 

該当する方 

・第１，２段階（＊生活保護受給者は除く）

・第３段階（軽減も含む）（＊世帯員複数

の場合のみ対象となりうる） 

次の所得段階区分に

該当する方 

・第１，２段階（＊生

活保護受給者は除

く） 

・第３段階（軽減段階

も含む）（＊世帯員

複数の場合のみ対

象となりうる） 

次の所得段階区分に

該当する方 

・第３段階（軽減段

階） 

・第３段階（＊世帯

員複数の場合のみ

対象となりうる）

 
 
 

※
収
入
・
資
産
基
準
は 

 
 
 
 

世
帯
員
全
員
の
合
計
額
で
判
断
す
る 

適 

用 

要 

件 

収入

基準 

・単身世帯の場合，前年の収入が６０万円

以下 

・世帯員複数の場合，世帯員１人につき 

 ２４万円加算した額以下 

・単身世帯の場合，前

年の収入が６０万

円超８０万円以下 

・世帯員複数の場合，

世帯員１人につき

３２万円加算した

額以下 

・単身世帯の場合，

前年の収入が８０

万円超１２０万円

以下 

・世帯員複数の場合，

世帯員１人につき

４８万円加算した

額以下 

資産

基準 

・単身世帯の場合，預貯金等が２４０万円

以下 

・世帯員複数の場合，世帯員１人につき 

 ９６万円加算した額以下 
同左 同左 

扶養

基準 

所得税，住民税，医療保険の被扶養者でな

いこと 
同左 同左 

保
険
料
額
（
月
額
） 

減

額

前 

第１段階 

第２段階 

・２，２５５円 
（基準額×０．５） 

・２，７２０円 
（基準額×０．５）

・２，７２０円 

（基準額×０．５） 
 対象外 

第３段階 

（軽減） 
― 

・３，６９９円 
（基準額×０．６８）

・３，６９９円 

（基準額×０．６８）

・３，６９９円 

（基準額×０．６８）

第３段階 
・３，３８３円 
（基準額×０．７５）

・４，０８０円 
（基準額×０．７５）

・４，０８０円 

（基準額×０．７５）

・４，０８０円 

（基準額×０．７５）

 
 

減額後 

 

 

   

 

 
 
 

第４期の保険料とほぼ同額に据え置きます。 第４期の減額措置（基準額×０．５）

を継続します。（第４期 ２，２５５円）
主な対象者である第２段階の単身者については，第４期

の保険料（２，２５５円）とほぼ同額に据え置きます。

減額 減額

・１，１２８円 

（基準額×０．２５） 

・２，７２０円 

（基準額× ０．５）

減額

・２，２８５円 
（基準額×０．４２）

減額

・１，１４２円 
（基準額×０．２１）
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省令において，平成２１年度から平成２３年度までの第６段階と第７段階の境界となる所得

金額を２００万円とする旨定められていますが，平成２４年度から平成２６年度までは，これ

を１９０万円とする改正が行われました。 

 この国の制度改正の趣旨を踏まえ，本市においても同様の変更を行うことに伴い，合計所得

金額が１９０万円以上２００万円未満の方については，保険料段階区分が第６段階から第７段

階へ上がることとなり，保険料基準額の上昇と併せて，保険料負担が大きく増加することとな

ります。このため，平成２４年度において，これらの方に対し激変緩和措置を講じます。 

段階 5 6

保険料
上昇額（円）

4,800

4,500

３，７６４円3,700

2,900 ３，０６６円

2,400
２，４０４円

２，１７１円

1,000

１，９３９円1,900

1,400

1,000

0
7 8 9 10

所得額
（万円）

125 190 200 400 700

１，０２３円

合計所得金額１９０万円以上２００万
円未満の対象者は第４期からの保険
料上昇額が大きい。

１，７０６円

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

保険料の激変緩和措置の実施

 【第４期からの保険料上昇額（月額） 

  ※課税層（第５段階以上）のみ抜粋】 

年度 所得段階 保険料（月額）
第４期からの

上昇月額 

本来の保険料額 

との差 

(参考) 

２３年度 
第６段階 ５，６３８円 ― ―

２４年度 第７段階 
７，３４４円

※（８，７０４円）

＋１，７０６円

※（３，０６６円）
△１，３６０円 

２５年度 第７段階 ８，７０４円 ＋３，０６６円 ―

２６年度 第７段階 ８，７０４円 ＋３，０６６円 ―

   ※（ ）内は，本来の保険料（月額）及び上昇月額 

対象者

及び 

適用 

要件 

 次の①②のすべてに該当す

る方 

①平成２３年度の所得段階が

第６段階であり，かつ，合

計所得金額が１９０万円以

上２００万円未満であるこ

と。 

②平成２４年度の所得段階が

第７段階となり，かつ，合

計所得金額が１９０万円以

上２００万円未満であるこ

と。 

減額 

内容 

 平成２４年度において改定

後の第６段階の保険料額まで

減額します。 

 【激変緩和措置の対象者等】 

改定後の第 6段階と同額 
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【参考】地域支援事業等の実施内容 

 
（１）地域支援事業の概要 
   地域支援事業は，介護保険制度の円滑な実施の観点から，被保険者が要介護

状態になることを予防するとともに，要介護状態となった場合においても，可

能な限り，地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するた

め，平成１８年度から始まった事業で，それ以前に実施していた老人保健事業

や介護予防・地域支え合い事業等を再編したものです。 

事業内容は大別して，介護予防事業，包括的支援事業，任意事業があります。 

 
（２）本市で実施する施策・事業 
 ※ 各施策・事業の概要は「第５章 重点課題ごとの施策・事業の実施」を

参照 

    

  ① 介護予防事業 

ア 二次予防事業 

要支援・要介護状態になるおそれがある高齢者（二次予防事業対象者）

が，要支援・要介護状態となることを予防し，活動的で生きがいのある生

活や人生を送ることができるよう支援することを目的とした事業 

   

★ 二次予防事業対象者把握事業 

 二次予防事業対象者の把握のため，第１号被保険者（要支援・要介護認

定者を除く）を対象に，「基本チェックリスト（生活機能低下の有無をチェッ

クする２５の質問項目からなる判定票）」の送付・回収を行う。 

 加えて，地域包括支援センターにおいて，本人，家族からの相談や地域の

関係者，主治医等との連携からも二次予防事業対象者を広く把握し，適切な

介護予防サービス（地域支援事業）に繋げる事業 

   

 

 

 

★ 通所型介護予防事業 

     二次予防事業対象者に，通所により，運動器の機能向上，栄養改善，口

腔機能の向上等のプログラムを実施し，自立した生活の確立と自己実現

の支援を行う事業 

   

 

 

二次予防事業対象者把握事業 

本市実施事業 

 

地域介護予防推進事業 等 

本市実施事業 
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★ 訪問型介護予防事業 

     二次予防事業対象者であって，心身の状況により通所形態による事業へ

の参加が困難な方を対象に，保健師等がその方の居宅を訪問し，生活機能

等に関する問題を総合的に把握・評価し，必要な相談・指導を行う事業 

   

 

 

 

イ 一次予防事業 

    地域において自主的な介護予防に資する活動が広く実施され，高齢者が積

極的にこれらの活動に参加し，介護予防に向けた取組を実施する地域社会

の構築を目指して，介護予防に関する知識の普及・啓発や地域における自主

的な介護予防に資する活動の育成・支援を行う事業 

 

★ 介護予防普及啓発事業 

     介護予防に資する基本的な知識を普及・啓発するため，講演会や相談会等

の開催やパンフレットの作成・配布，各利用者の介護予防事業の実施の記録

等を記載する介護予防ファイルの交付等を行う事業 

   

 

 

 

★ 地域介護予防活動支援事業 

     介護予防に関するボランティア等の人材養成のための研修や介護予防に

資する地域活動組織の育成・支援のための事業 

   

 

 

 

 

 

② 包括的支援事業 

ア 介護予防ケアマネジメント事業 

     二次予防事業対象者が要介護状態等となることを予防するため，その心身

の状況等に応じて，自主的な選択に基づき，適切な介護予防事業等が包括的

かつ効率的に実施されるよう必要な援助を行う事業。概ね次のようなプロセ

スにより実施する。 

 

訪問型介護予防事業（地域介護予防推進事業） 

 

地域介護予防推進事業，口腔機能相談 等 

 

地域介護予防推進事業，健康すこやか学級，すこやか講座（在宅高齢者

機能回復訓練事業） 等 

本市実施事業 

本市実施事業 

本市実施事業 
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     ①課題分析（アセスメント）と目標設定 

     ②介護予防ケアプランの作成 

     ③モニタリングの実施 

     ④介護予防ケアプランの見直し，評価 

   ※ 地域包括支援センターは，指定介護予防支援事業者の指定を受け，介護

報酬を財源として，予防給付に関するケアマネジメント業務も併せて実施

する。 

 

イ 総合相談支援事業 

      地域の高齢者の心身の状況や生活の実態，必要なサービスや支援等に関

する情報を幅広く把握するとともに，様々な相談内容に応じて，地域にお

ける適切な医療・保健・福祉と連携を図ることで，地域の高齢者の総合的

な支援を行う事業 

 

ウ 権利擁護事業 

困難な状況にある高齢者が，住み慣れた地域で安心してそのひとらしい

生活を続けられるよう，専門的・継続的な視点から権利擁護のため必要な

支援を行うとともに，虐待の早期発見・予防するためのネットワークの構

築等を行う事業 

 

エ 包括的・継続的ケアマネジメント事業 

      主治医，介護支援専門員等との多職種協働や，地域の関係機関との連携

を通じてケアマネジメントの後方支援を行うことを目的とする。地域の介

護支援専門員等に対する個別相談窓口の設置によるケアプラン作成技術

の指導等日常的個別指導・相談，地域の介護支援専門員が抱える支援困難

事例への指導助言等，医療機関を含む関係施設やボランティア等様々な地域

における社会資源との連携・協力体制の整備等包括的・継続的なケア体制

の構築等を行う事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア～エを合わせて 

地域包括支援センター運営事業，地域包括支援センター運営協議会等事業，

高齢者虐待防止事業，認知症高齢者等権利擁護事業（長寿すこやかセンター

事業） 

本市実施事業 
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③ 任意事業 

ア 介護給付等費用適正化事業 

     真に必要なサービスとは認められない不要なサービスが提供されてい

ないかの検証，制度趣旨や良質な事業展開のために必要な情報の提供，

連絡協議会の開催等により，利用者に適切なサービスを提供できる環境

の整備を図るとともに，介護給付費の適正化を図るための事業 

    

 

 

    

  

イ 家族介護支援事業 

 ★ 家族介護教室 

要介護高齢者を介護する家族等に対し，適切な介護知識・技術を習得

することを内容とした教室を開催する事業 

 

 

    

 ★ 認知症高齢者見守り事業 

   地域における認知症高齢者の見守り体制を構築するため，認知症に関

する広報・啓発活動，徘徊高齢者を早期発見できる仕組みの構築・運用，

認知症高齢者に関する知識のあるボランティア等による見守りのため

の訪問等を行う事業 

 

 

   

 ★ 家族介護継続支援事業 

      介護による家族の身体的・精神的・経済的負担を軽減するための事業 

 

 

 

 

 

 

ウ その他事業 

 ★ 成年後見制度利用支援事業 

低所得の高齢者に係る成年後見制度の市長申立に要する経費や成年

後見人等の報酬の助成を行う等の事業 

 

高齢者介護相談事業（認知症の介護入門講座） 

徘徊高齢者あんしんサービス事業 

 

家族介護用品給付事業，高齢者介護相談事業，短期入所生活介護緊急

利用者援護事業 

本市実施事業 

本市実施事業 

本市実施事業 

【地域支援事業以外】介護給付費適正化事業 

本市実施事業 
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    ★ 福祉用具・住宅改修支援事業 

福祉用具・住宅改修に係る相談・情報提供や，住宅改修費に関する助

言を行う等の経費を助成する事業 

 

 

  

     
   

  ★ 地域自立生活支援事業 

高齢者の地域における自立した生活を継続させるため，①高齢者住宅

に対する生活援助員の派遣，②介護相談員の活動支援，③栄養改善が必

要な高齢者（二次予防事業を除く）に対する配食サービスを活用したネ

ットワーク形成，④家庭内の事故等による通報に夜間も随時対応できる

体制の整備，⑤高齢者の生きがいと健康づくり推進等を行う事業 
 

   

 

 

 

 

 
 
 
 ＜参考＞介護予防・日常生活支援総合事業について 

  平成２４年４月１日施行の改正介護保険法により創設される「介護予防・日常

生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）は，地域支援事業として，各市

町村の判断で，「要支援」と「自立」を行き来するような高齢者の方等に対して，

切れ目のないサービスや，地域の実情に応じて，多様なマンパワーや社会資源

の活用等を図りながら，介護予防や配食・見守り等の生活支援サービス等を総

合的に提供できる点において意義のあるものと考えられます。 

 

  しかし，本事業の実施の是非については，次の点において判断材料が十分でな

く，なお検討を要する状況にあります。 

 

認知症高齢者等権利擁護推進事業 

 

 介護相談員派遣事業，高齢者仲間づくり推進事業，老人福祉センター

運営事業，すこやか生活支援介護予防事業，知恵シルバーセンター運営

事業，老人福祉員設置事業，一人暮らしお年寄り見守りサポーター事業，

配食サービス事業，介護保険制度市民周知事業 等 

本市実施事業 

本市実施事業 

【地域支援事業以外】 

福祉用具展示コーナー運営事業 

本市実施事業 
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・ 総合事業の対象者は，「要支援者」と「二次予防事業対象者」とされており，

これまで要支援・要介護者を対象としていた配食サービス等を総合事業として

実施した場合，新たに二次予防事業対象者も利用できることとなるため，サー

ビス利用者の見込みやそれに伴う本市財政への影響が判断できないこと 

 

 ・ 総合事業を含む地域支援事業については，政令において事業費の上限額が設

定されており（地域支援事業全体の上限は保険給付費の見込額の４．０％を超

えない範囲で厚生労働大臣が相当と認める額とし，総合事業の上限は３．０％

を超えない範囲で厚生労働大臣が相当と認める額），将来的に総合事業の利用

者数が増加し，政令で定める上限額まで到達した場合，本事業を継続して実施

することができない可能性があること 

 

 前述のとおり，総合事業の実施については，財政面への影響や安定的な事業運

営を確保するため，更に詳細な分析を行う必要があることから，引き続き，実

施の可能性について検討を進めます。 

 

総合事業の利用対象者及びサービス内容 

 

資料：厚生労働省老健局振興課 
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